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はじめに 

 
 研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化を図り、優
れた成果の創造や研究者の養成を推進し、社会・経済への還元等
を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて
重要な活動である。中でも、大規模な研究開発その他の国家的に
重要な研究開発については、国の科学技術政策を総合的かつ計画
的に推進する観点から、総合科学技術会議が自ら評価を行うこと
とされている（内閣府設置法 第２６条）。 
 
 このため、総合科学技術会議では、新たに実施が予定されてい
る大規模な研究開発*について、その目標や達成度および効果等を、
あらかじめ評価専門調査会で調査・検討し、その結果を受けて評
価を行うこととしている（総合科学技術会議 平成１４年４月２
３日）。 
* 研究開発期間における設備整備費総額が約３００億円以上、
または設備整備費及び運用費等の総額が約５００億円以上 

 
 「準天頂衛星システム」は、平成１５年度予算概算要求におい
て総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省が新たに実施す
ることとした研究開発であり、研究開発期間６年、研究開発費総
額７８２億円の大規模新規研究開発である。総合科学技術会議で
は、評価専門調査会において当該分野の専門家や有識者を交え調
査・検討を行い、その結果を踏まえて評価を行った。 
 
 本報告書は、この評価結果をとりまとめたものである。総合科
学技術会議は、本評価結果を関係大臣に意見具申し、推進体制の
改善や資源配分への反映を求めると共に、評価専門調査会におい
てその実施状況をフォローして行く。 
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審議経過 

 
 
○第１回評価検討会（平成１４年９月１９日） 

♦ 研究開発概要の説明と質疑 

♦ 評価の視点（問題点・論点等）、調査・検討項目の整理 

 

◎評価専門調査会（平成１４年９月２４日） 

♦ 研究開発概要の説明と質疑 

 

○第２回評価検討会（平成１４年１０月９日） 

♦ 府省の追加説明 

♦ 論点・問題点の明確化と考え方の整理 

⇒評価項目に対するメンバーの評価コメント提出 

 

◎評価専門調査会（平成１４年１０月２２日） 

♦ 評価検討結果の中間とりまとめ 
 

★総合科学技術会議（平成１４年１１月１１日） 
♦ 評価検討結果の中間とりまとめの報告・審議 

 

◎評価専門調査会（平成１４年１１月２７日） 

♦ 評価報告書（案）の審議・決定 
 

★総合科学技術会議（平成１４年１２月  日） 
♦ 評価結論 
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１．評価の実施方法 
 
（１）評価対象 
 平成１５年度予算概算要求された次の研究開発を対象と
した。 
◎「準天頂衛星システム」 
 【総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省 
       平成１５年度１２３億円／総額７８２億円】 

 
（２）評価目的 
 総合科学技術会議が実施する評価は、国の科学技術政策を
総合的かつ計画的に推進する観点から、その目標や達成度及
び効果等を評価し、推進体制の改善や予算配分に反映させる
ことを目的としている。 
 本評価はこの目的に沿って実施した。 

 
（３）評価者の選任 
 評価専門調査会において、有識者議員、専門委員数名が中
心になり、さらに外部より当該分野の専門家、有識者の参加
を得て、評価検討会を設置した。 
 当該分野の専門家、有識者の選任においては、評価専門調
査会会長および会長により指名された評価検討会座長がそ
の任に当たったが、この際、予算概算要求段階において、当
該研究開発に参加が予定されている研究者を排除した。 

 
（４）評価時期 
 予算概算要求された大規模新規研究開発を対象とする事
前評価であり、その結果を推進体制の改善や資源配分に反映
させる必要があるため、予算概算要求提出後、９月より調
査・検討を開始し、総合科学技術会議本会議での中間報告と
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審議を経て、年内に評価結論を得ることとした。 
 
（５）評価方法 
① 評価過程 
・評価検討会において、当該研究開発の担当課室長・研究責任
者（予定）から研究開発概要の説明（参考１）を受けた後、
②の評価項目を念頭に問題点や論点、質問事項を整理（参考
２）。 
・質問事項について更に説明や回答（参考３）を受けた後、問
題点や論点に対する考え方を議論。これを踏まえ、評価検討
会メンバーから評価コメントを書面で回収（参考４）。 
・評価検討会における調査・検討内容と評価コメントに基づき
評価原案を作成。評価専門調査会と総合科学技術会議本会議
での審議を経て評価結論。 

 
② 評価項目 
 評価検討会では下記項目について調査・検討した。 
Ａ．科学技術上の意義 
当該研究開発の科学技術上の目的・意義・効果。 

Ｂ．社会・経済上の意義 
当該研究開発の社会・経済上の目的・意義・効果。 

Ｃ．国際関係上の意義 
国際社会における貢献・役割分担、外交政策との整合性、
および国益上の意義・効果。 

Ｄ．計画の妥当性 
目標・期間・資金・体制・人材や安全・環境・文化・倫
理面等からの妥当性。 

Ｅ．成果、運営、達成度等 
投入資源に対する成果、運営の効率性、および目標の達
成度等。評価結果の反映状況の確認等。 
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③ その他 
 評価検討会は非公開としたが、資料は原則として会終了後
に公表、議事録は発言者による校正後に発言者名を伏して公
表した。 

 
２．評価結論 
 
（１）総合評価 

 本プロジェクトは、日本近傍のどこにおいても、ビルや山
陰等の影響を受けず、あらゆる場所で移動中の車両・個人等
から容易に高速通信、高精度測位が可能となるよう天頂付近
から衛星サービスを行う準天頂衛星システムの実現を目指
すものである。国による技術開発・軌道上実証、民間による
事業化を行うことにより、新たなビジネス機会を創出し経済
活性化に資することができると考えられる。 
 本システムは、モバイル端末の正確な位置確認、災害被害
者の捜索、高度道路交通システム（ＩＴＳ）による安全かつ
円滑な道路交通の確保などを含め、広い分野で活用されるこ
とが期待されるとともに、新しいアプリケーションが登場す
ることにより、新しい生活様式やビジネスが創成されるなど
社会的・文化的な波及効果も予想される。 
 本プロジェクトにおいて、国は、衛星システムの構築に必
要な準天頂軌道の開拓、高仰角移動体衛星通信技術、高精度
衛星測位技術等の基盤技術の研究開発を行うこととしてい
る。これらの技術は、社会基盤の充実や災害時などの緊急利
用等の観点からも、国として研究開発すべき重要なものと考
えられる。 
 さらに、本システムは、東アジア・オセアニア地域におい
てサービスを提供できる可能性がある。 
 したがって、次の指摘事項及び留意点を踏まえて、研究開
発を推進することが適切である。 
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（２）指摘事項 
① 官民の分担 
 本システムは、２００８年度を目途に衛星を打ち上げる計
画で、国が準天頂衛星システムの実現に必要不可欠な先端技
術の研究開発及び軌道上実証を行い、民間が実証衛星のシス
テムインテグレーション及び事業化を行うとされており、詳
細については、官民協同の「準天頂衛星システム開発・利用
推進協議会」において企画・立案・推進を行うこととしてい
る。本プロジェクトを推進するに当たっては、官民の分担を
明確にすることが不可欠であることから、①通信ミッション
については必要な技術開発は国が主体的に行うが、事業化は
民間が行い、②測位ミッション（ＧＰＳ補完・補強機能）に
ついては必要な技術開発は国が主体的に行うが、実用化に際
しても公共性、公益性を担保する観点からの国の役割につい
て引き続き検討するとの考え方に基づき、官民の役割分担
（研究開発すべき技術の範囲を含む）及び資金分担について、
早急に検討を行い、明確に整理することが必要である。 
 また、本プロジェクトは、多くの組織・機関が係わってく
ることから、プロジェクトの推進に当たっては、総括責任者
を明確にするなど、適切な推進体制をとる必要がある。 

 
② 民間による事業化判断時期 
 民間による事業化の判断は２００４年度に行われる予定
である。本プロジェクトは、官民両者の緊密な連携の下に実
施することが不可欠であることから、仕様・機能等の明確化
を早期に行い、民間による事業化判断ができるだけ早期にか
つ適切に行われることが必要である。 
 また、民間によって事業化されないと判断される可能性も
あるため、プロジェクトの中止を含めた方針転換が行えると
ともに、研究に無駄が生じないようにするメカニズムを内在
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させる必要がある。 
 
③ 経済効果 
 本プロジェクトの実施がもたらす具体的な経済効果につ
いては、１２年間で約６．１兆円との報告があるが、現時点
では、これを詳細に評価することは困難であることから、今
後の研究開発過程の節目毎に、引き続き経済効果の分析、検
討及び確認を詳細に行い、リスクを勘案した柔軟性のある計
画の下に、研究開発の推進を行う必要がある。 

 
（３）その他留意点 
① 国際協調・国際展開 
 測位ミッションについては、既存のＧＰＳを基盤として利
用し、そこに本システムを相乗させて、カーナビゲーション
等の端末の利用可能時間を大幅に増加させ、その精度を大幅
に向上させるものであることから、ＧＰＳとの互換性を確保
することが必要であり、国際的な協調を十分に行うことが適
当である。 
 また、本プロジェクトは、東アジア・オセアニア地域にお
いてサービスを提供できる可能性があることから、これらの
地域へのサービス展開について技術的な検討を行うととも
に、これらの地域の国々と連携するなど、国際的な視野から
検討を行うことが適当である。 

 
② アプリケーション 
 公共分野における積極的な利用が本衛星システムについ
て望まれることから、公共分野における本システムの積極的
な活用について各府省連携等を通じて検討するとともに、幅
広い分野での利用が図られるべきである。 
 例えば、ＩＴＳの分野では、その補完として、一定レベル
のサービスを日本全国に対して提供でき、地域格差の解消に
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役立つと考えられることから、ＩＴＳとの機能分担とともに、
ＩＴＳとの協力を生かした新たなシステムを検討すること
が適当である。 
 ただし、個人に係わるアプリケーション（例：マンナビゲ
ーション）については、個人情報が必要以上に開示公開され
ることがないようプライバシーの保護を十分に行うなど、ネ
ガティブな側面からの影響についても十分検討を行うこと
が適当である。 

 
③ 国民への説明 
 多額の国費を用いるプロジェクトであり、また、広く国民
が利用することを想定しているプロジェクトであることか
ら、本プロジェクトの内容、利用アプリケーション等を広く
国民に説明することが必要である。 
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